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Ⅰ　はじめに
　2012年８月10日に「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革
を行うための消費税等の一部を改正する等の法律案」（以下，消費税増税法案
と略す）が成立し，2014年４月に消費税率を４％から6.3％に引き上げ（地方
消費税1.7％と合わせて８％），翌2015年10月に6.3％から7.8％（地方消費税2.2％
と合わせて10％）に引き上げることが決まった。1997年４月に４％（地方消費
税１％と合わせて５％）に引き上げられて以来15年もの歳月が経過した。
　その間，少子高齢化が進み，社会保障関連支出は増加の一途をたどり，財政
状況は悪化し続けている。現行の税・財政制度のままでは，この状況を打開で
きないことは明らかである。社会保障改革が急務となる中で，消費増税法案の
趣旨には「社会保障の安定財源の確保および財政の健全化を同時に達成するこ
とを目指す観点から消費税の使途の明確化及び税率引き上げを行う…」とされ
ている。しかし，社会保障と税の一体改革と言いながらも社会保障改革につい
ては具体的な見通しが殆ど立っていない状態である。
　消費増税についても詰めるべき点が多く残っている。特に低所得層対策であ
る。消費税率を８％に引き上げるときには，再分配に関する総合的な施策の実
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現までの間，暫定的及び臨時的な措置として，一定の現金を給付する「簡素な
給付措置」の実施を増税の条件にしているが，その額や支給対象をどうするの
か明らかになっていない。
　また，民・自・公三党による「社会保障と税の一体改革」の修正協議では消
費税率を10％に引き上げるときの本格的な再分配に関する施策として，税と現
金給付を組み合わせた「給付付き税額控除」の検討と，自公両党が求める食料
品などの生活必需品に対する税率を低く抑える「軽減税率」の検討との両論が
併記されており，政府と民・自・公三党が改めて協議する予定になっている。
本稿では，消費増税に伴う負担の逆進性の問題とその緩和策について検討す
る。
Ⅱ　消費税の目的税化と逆進性
　消費税増税法案では，国民の理解・支持を得やすいように，消費税の使途を
「地方交付税の定めによるところのほか，毎年度，制度として確立された年金，
医療，介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費に
充てるものとする」として社会保障目的税化された。しかし，使途を定めなかっ
たとしても，確実に増加して行く社会保障関係費に充当せざるを得ない状況に
ある。実際には目的税化はしていなかったが，1999年度予算以降，消費税の収
入が充てられる経費（地方交付税交付金を除く）の範囲を基礎年金，老人医療，
介護とすることを予算総則に規定していた。
　消費税の負担，特に所得階層別負担を考える場合，消費税収入が社会保障に
用いられるならば，単に負担面だけでなく受益面も合わせて考慮する必要があ
ろう。一般的に消費税の負担率は所得が増加するにつれて低下する逆進的な負
担構造と言われているが，消費税収が社会保障給付に振り向けられる受益面を
合わせて考慮するならば，消費税は低所得層にとって有利な税ともなり得るの
である。消費税収が何に使われるかによって，受益と負担を考慮に入れた所得
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再分配に及ぼす影響は大きく異なり，消費税の使途が社会保障に限定された場
合，その再分配効果は大きくなる。
　消費税を導入し，さらに税率引き上げによって消費税の比重を高めようとす
る理由の一つは，世代間の公平を図る点にあるとされる。所得税中心の税体系
では，高齢世代よりも多くの可処分所得を必要とする現役世代により重い負担
を課すことになる。一方，高齢世代は勤労所得がないため軽い税負担で済んで
しまう。これに対し，消費税では勤労所得のない高齢世代でも消費は行うので，
世代を超えて課税することが可能であり，「世代間の公平」の実現に役立つ。
特に，少子高齢化時代においては勤労世代と相対的に増加しつつある高齢世代
との間の税負担の公平性をどのように考えるかが重要となる。その中で，消費
税を社会保障に充当することは，社会保障は広く国民全体で支えることを意味
するのである。
消費税の逆進性
　一般に，年間収入が増加するほど貯蓄に回る分が増えるため消費性向は低下
するので，消費を課税ベースにした均一税率の消費税を課すと，収入階級の低
い，すなわち消費性向の高い世帯ほど年間収入に対する消費税負担率が高くな
る。収入が変化しても人々は生活水準（消費水準）をすぐに変えることはでき
ない。それゆえ，低所得層の人々は所得に対してより多く消費することになり，
消費税の負担率も高い。
　また，年間収入が多いほど消費支出全体に占める基礎的支出の割合が低くな
り⑴，言い換えれば選択的支出の割合が高くなる。消費税率の引き上げに対し
て高所得層では選択的支出の割合が高いため消費を控えるなどにより消費性向
の変化が生じやすいが，低所得層では相対的に変化しにくい。
─────────────────
⑴　基礎的支出と選択的支出の違いについては後述する。注⑼を参照。
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　これまで，総務省の『家計調査』や『全国消費実態調査』における年間収入
階級別家計収支データなどを用いて消費税の逆進性の実証分析が試みられてき
た。幾つかの実証分析の成果を概観し，逆進性がどのような要因から生じるの
かに着目しながら，その逆進性緩和策が果たして有効なのか検証しよう。
　財務省HPに掲載されている「収入階級別の実収入に占める税負担割合」は
『家計調査（勤労世帯）』（平成21年分）における10分位階級の負担割合を示し
ている⑵。
　図表１によれば税合計では明瞭に累進的な税負担を示しているが，消費税に
限れば第Ⅰ分位の2.7％から第Ⅴ分位の2.5％，そして第Ⅹ分位の1.9％へと逆進
的な負担となっている。
図表１　収入階級別の実収入に占める税負担割合
備考）総務省統計局「家計調査（勤労者世帯）」（平成21年）の調査票情報を独自集計したものを基に
推計。
財務省HP：http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/105.htm
─────────────────
⑵　『家計調査』を用いて消費税の負担額を試算する場合，一般にそれが実際の負担額より小さいと
される。白石浩介［2010］を参照
（単位：％）
実収入
税合計
消費税
（収入階級）第Ｘ分位第Ⅶ分位第Ⅴ分位第Ⅲ分位第Ⅰ分位
15.3
10.79.78.87.5
2.7 2.5 2.5 2.3 1.9
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　八塩・長谷川［2008］では，『国民生活実態調査』（2007年）の各世帯の年間
消費額から非課税分を取り除いた金額に５％を適用し，等価所得階級別に消費
税負担額を計算している。それによると第Ⅰ分位では11.1％であったのに対し，
第Ⅹ分位では1.4％であった。
　また，醍醐［2012］は『家計調査』（平成22年）の年間収入階級別一世帯当
たりの消費税負担率を計測し，２人以上の世帯では明らかに逆進性が見られ，
単身世帯では年間収入100万円以下の階級では消費税負担率が極めて高く，消
費税率が10％に引き上げられると単身世帯での逆進性はより顕著になると予想
している。
　このような逆進性は，ある特定時期の負担を見た時だけ言えるのであって生
涯を通してみると逆進性は解消され，むしろ比例的な負担になるという主張が
ある⑶。消費税の逆進性を一時点の所得水準に対する負担率で計測するのは問
題であるとし，生涯所得に対する消費税の負担率が，所得階級の上昇につれて
低下するか否かで判断すべきであると主張する。
　大竹・小原［2005］では，ライフサイクル仮説に基づき，生涯所得もしくは
恒常所得を反映するのは一時点の「消費額」と考え，消費階級別データを生涯
所得階級別データであると見なしてこれに対する消費税負担率を計測し，比例
的もしくは累進的な負担構造になると結論づけた。すなわち，狭い意味での「ラ
イフサイクル仮説が成り立つと，生涯所得＝生涯消費であるため，（消費税が
比例税である限り，生涯所得に対して）消費税は逆進性がなく，あくまで比例
税に過ぎないのだ」と⑷。
　だが，問題は消費行動のライフサイクル仮説が現実に適合するか否かであ
る。ライフサイクル仮説では，現役時代の貯蓄を退職後に取り崩して消費支出
を補うはずであるが，現実には世帯主が高齢期に入った世帯では，世帯主の可
─────────────────
⑶　土居［2008］，大竹・小原［2005］を参照。
⑷　大竹・小原［2005］　p.49.
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処分所得の減少を公的年金や他の若い世代の世帯員の所得で補ったり，可処分
所得の減少に見合った形で選択的消費を抑制したりしているとされる。また，
世帯主の年齢階級別に見た貯蓄は，退職時をピークに低下していくが，同じ高
齢期の世帯でも所得額および貯蓄額が大きくばらついているのである。しか
し，ライフサイクル仮説では，高齢期の消費支出を補う貯蓄が可能な均一的な
所得階級を想定しており，現実的な説明力を欠いているとされる⑸。また，橋
本恭之［2002］は，一時点だけでなく，生涯所得をとっても現行の消費税には，
それほど大きなものではないものの，逆進性が観察されるとしている⑹。
　したがって，年間所得に対する負担割合でなく，生涯所得に対する負担割合
にまでに広げて考えても，消費税の逆進性を否定できない。消費税は生涯，消
費に充てられることない高所得層の貯蓄には課税できないうえに，平均消費性
向が相対的に高い低所得層にとっては重い負担となるのである。
Ⅲ　逆進性緩和策
　消費税の税率引き上げの際には低所得層対策が最大の課題となる。消費増税
法案では，税率を８％に引き上げるときには，一定の低所得層に「簡素な給付」
を実施することとし，税率10％への引き上げ時には「給付付き税額控除」と食
糧品等の生活必需品の税率を低くする「軽減税率」のいずれかの実施を2013年
度税制改正で検討することとされた。
簡素な給付
　消費税を導入した1989年と税率を５％に引き上げた1997年に，政府は「臨時
福祉給付金」を支給した。いずれも，セットで行われた所得税減税の恩恵を受
けられない住民税非課税の低所得者のうち，高齢者や重度の障害者等に限り，
─────────────────
⑸　醍醐［2012］pp.71-2.
⑹　橋本恭之［2002］　pp.37-43.
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原則１万円を一度だけ配る激変緩和措置だった。支給総額はいずれも1,000億
円に満たず，多大なコストを伴うことはなかった。
　税率が５％から８％へ引き上げられるとき，一定の低所得層を対象とした現
金給付を支給する予定になっている。林宣嗣［2012］の試算によれば，食料品
を含むすべての消費を８％で課税した上で，食料品の税率を５％に据え置いた
場合と同額の給付を行う仮定した場合では，家族一人当たり給付額は約7,000
円となり，その費用は対象を年収300万円未満の世帯に絞れば，1,400億円，年
収400万円未満の世帯とすれば，2,535億円と推定されている。これに対し，食
料品の税率を５％に据え置いた場合は，全世帯にその影響が及ぶために8,000
億円を超える減収となってしまい，そのコストに比べて逆進性対策としての効
率性は低いとされる⑺。一時的な措置としては，対象を絞った「簡素な給付」
が安上がりであろう。
軽減税率
　逆進性緩和のためには，従来は食料品などの生活必需品に対する消費税率を
低くする「軽減税率制」が有効と考えられてきた。軽減税率を支持する人が多
いのは，「必需品も贅沢品と同じ同一税率で課税するのはおかしい」とする考
えや「食料品が値上がりしないで助かる」といった考えが影響しているのかも
しれない。各種世論調査では，軽減税率を支持する割合は高い。
　これまでわが国の消費税は「非課税項目」が少なく，すべての項目に同一税
率を課すことによって税込み相対価格に影響を及ぼさず，そのことにより消費
行動に歪みを与えないという資源配分上の効率性を確保していた。軽減税率を
含めた複数税率の採用は効率性の確保から逆進性の緩和という公平性の確保に
焦点が移ることを意味すると言えよう。
─────────────────
⑺　林宣嗣［2012］　pp.279-280.
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　2011年の『家計調査』で所得階層別（５分位）の消費支出を見ると勤労者世
帯では，最も所得の低い第Ⅰ分位階級では可処分所得が月平均203,214円で消
費支出は165,289円，うち食料支出は40,704円であった。これらの金額は所得が
増えるにつれて増加し，最も所得の高い第Ⅴ分位階級では可処分所得が月平均
620,249円で消費支出は416,482円，うち食料支出は84,214円であった。消費支
出の中に非課税品目が含まれていないと仮定して，消費税率10％で消費税負担
率（消費税額を可処分所得で割ったもの）を計算すると第Ⅰ分位階級の8.1％
から第Ⅴ分位階級の6.7％と明らかに逆進性が見られる。食料支出についての
消費税負担率も同様に2.0％から1.4％へと逆進性が確認できる。
　この逆進性を緩和するために食料品の税率を５％に据え置いたとすると，そ
の負担軽減額は第Ⅰ分位階級では月額2,035円，第Ⅴ分位階級では4,211円とな
り，高所得層ほど負担軽減額が大きくなり得をすることになる。絶対額で見れ
図表２　年間収入５分位階級別家計収支（［総世帯のうち勤労者世帯］　平成23年
月平均額（円）
項目
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
～
3,500,000
3,500,000
～
4,820,000
4,820,000
～
6,260,000
6,260,000
～
8,270,000
8,270,000
～
消費支出 165,289 223,148 261,363 313,714 416,482
　うち食料 40,704 53,626 60,050 70,440 84,214
可処分所得 203,214 287,116 352,625 441,109 620,249
平均消費性向 81.3 77.7 74.1 71.1 67.1
税率10％
消費税負担率（％） 8.1 7.8 7.4 7.1 6.7
　（うち食料のみ） 2 1.9 1.7 1.6 1.4
食料５％据置によ
る負担軽減額（円）
2,035 2,681 3,003 3,522 4,211
資料：総務省『家計調査年報』平成23年より作成
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ば高所得層の方が，食料支出額が多いのであるから，軽減税率の適用によって
得をする金額も高所得層の方が当然多くなる。
　軽減税率を適用すれば，低所得層が助かることは間違いがないであろう。国
民の目から見てわかりやすい負担軽減措置と言われる。だが，それ以上に高所
得層に恩恵を与えてしまう点を考えると，低所得層対策という意味では必ずし
も効率的であるとは言えない。
　EU諸国は，図表３で示すように，食料品，医薬品，書籍の購入や公共交通
の利用については大幅な軽減税率を採用している。とりわけイギリスでは，こ
れらの生活必需品にはすべて「ゼロ税率」（付加価値税の課税対象ではあるが
税率は０％）を適用している。また食料品は，スペインとイタリアは４％，フ
ランスは5.5％，ドイツは７％であり，標準税率に比べて相当低い。
　しかし，これまで政府税制調査会は，以下に示す理由により税率の複数化に
つながる軽減税率の採用に否定的な考え方を表明してきた⑻。（1）消資生活の
図表３　EU諸国の付加価値税の適用税率（2012年７月１日現在）
ドイツ スペイン フランス イタリア オランダ
スウェー
デン
イギリス
標準税率 19 18 19.6 21 19 25 20
軽減税率 7 8 5.5/7 10 6 6/12 5
特別軽減税率 ─ ４ 2.1 4 ─ ─ ─
食料品 7 ４ 5.5 4 6 12 0
医薬品 19 4 4 10 6 25 0
公共交通 7 8 7 10 ex 6 0
書籍 7 4 7 4 6 6 0
VAT Rates Applied in the Member States of the European Union, Situation at 1st July 2012より
─────────────────
⑻　政府税制調査会「わが国税制の現状と課題─21世紀に向けた国民の参加と選択」平成12年７月　
pp.244-246.
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パターンが多様化してきているなかで，軽減税率の適用範囲を合理的に設定す
ることが極めて困難である。（2）税制が消費者の選択を左右することは基本的
に望ましくなく，できる限り中立的な制度を維持すべきである。（3）財貨・サー
ビスの品目によって異なる税率が設けられると，事業者は，売上と仕入を異な
る税率ごとに区分して記帳する必要が生じ，事務負担の増加が避けられなくな
る。（4）軽減税率と標準税率の水準にある程度以上の差があると，軽減税率の
対象となるものの生産等を行う事業者にとっては，売上に係る税額よりも仕入
に係る税額が恒常的に大きくなるという問題が生じる。このような場合，仕入
に係る税額と売上に係る税額の差額分の還付を受けようとすれば，本来は納税
義務が免除されるような小規模な事業者も税務当局に還付申告をおこなわざる
を得なくなり，そのために，日々の売上・仕入の記帳，税額計算をする事務負
担を負うことになる。（5）複数税率のもとでは，税額が記載された請求書等（イ
ンボイス）の保存を仕入税額控除の要件とすることが必要となる。（6）食料品
などに対して軽減税率を設ける場合，一定の税収を確保するためには，軽減税
率による減収分だけ標準税率を高くせざるを得なくなる。
　軽減税率採用に否定的な考え方は，民主党政権になっても基本的には変わら
ず，野田内閣で閣議決定された（2012年２月）『社会保障と税の一体改革大綱』
においても，「消費税（国・地方）の税率構造については，食料品等に対し軽
減税率を適用した場合，高額所得者ほど負担軽減額が大きくなること，課税
ベースが大きく侵食されること，事業者の負担が増すこと等を踏まえ，今回の
改革においては単一税率を維持することとする」とされた。
　生活必需品等に軽減税率を適用することによって消費者の負担軽減を図るこ
とは可能である。しかし，それは軽減税率が適用される物品やサービスを供給
する業界への優遇措置ともなり得る。本来の趣旨から離れて，特定業種への優
遇措置に転化することは避けなければならない。ひとたび軽減税率を導入する
と既得権化し，それを廃止するには政治的リスクを伴うようになってしまう。
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　また，実際に食料品に軽減税率を適用することには種々の困難を伴う。食料
品イコール生活必需品ではない。キャビアやブランド和牛などの高級食材をど
う扱うか。また，外食を軽減税率の適用から外すとテイクアウトに影響を及ぼ
す。生活必需品は食料品だけでなく，電気・ガス・水道の他，生活用品や電話，
インターネット等も含まれよう⑼。
　政府税調答申では「軽減税率を設けるべきか否かという問題は，その時点に
おける消費税率の水準の下で，個人所得課税などを含めた税制全体，ひいては
社会保障制度などをはじめとする財政全体を通じて見てもなお，何らかの政策
的配慮が必要かどうかという観点から検討し，その上で，政策的配慮の必要性
と制度の中立性・簡素性との間の比較考量により判断すべき問題ですが，ヨー
ロッパ諸国並みとは言えない税率水準の下では，極力，単一税率の長所が維持
されることが望ましいと考えます」とされているが⑽，10％程度の税率のもと
では，税率引き上げの政治的な受け入れやすさ等を考えなければ，軽減税率を
設けることの利点よりも単一税率の利点を生かす選択の方が望ましいように思
える。
財源問題
　軽減税率を導入した場合の減収額はかなり大きい。平均的な家庭の食料支出
は消費支出全体の約２割を占める（2011年『家計調査』の総世帯では23.6％，
勤労者世帯では22.4％であった）。たとえば，仮に食料支出に対する税率を５％
─────────────────
⑼　『家計調査年報』では，消費支出の内訳の品目を支出弾力性（消費支出総額の変化率に対する費
目支出の変化率の比）という指標で基礎的支出（必需品）と選択的支出（贅沢品）に分類し，支出
弾力性が1.00未満の支出項目は基礎的支出に分類され，食料，家賃，光熱費，保健医療サービスな
どが該当する。1.00以上の支出項目は選択的支出に分類され，教育費，教養娯楽用耐久財，月謝な
どが該当する。所得（生活）水準の上昇による消費の高度化・多様化によって，贅沢品と必需品の
区別がつかなくなっている。
⑽　政府税制調査会「わが国税制の現状と課題─21世紀に向けた国民の参加と選択」平成12年７月　
p.246.
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で据え置くと，差額分５％の２割である消費税率１％分，つまり2.5兆円分の
消費税収が不足することになる。軽減税率の適用は低所得層および高所得層の
全ての消費者に及ぶため，減収額は大幅なものとなり，低所得層対策としては
コストがかかりすぎるおそれがある。
　消費税増税法案では，消費税率引上げ分は，全額，社会保障財源化されてい
る。消費税率５％引上げ分（13.5兆円程度）の使途は，子ども・子育て支援の
充実に2.7兆円，消費税による物価上昇分0.8兆円，年金の公費負担分2.9兆円，
社会保障費の負債削減に7.0兆円となっている。このため，この減収分をどこ
かで調達しないと，子育てなど社会保障充実を取りやめるか，2015年度までの
プライマリー・バランスの赤字の半減という目標を取り下げるか，いずれかを
選択せねばならなくなる。
　今後の議論で，軽減税率水準の更なる引き下げや軽減税率の適用範囲が広が
るようなら減収額はさらに大きくなる。その部分の財源をどう調達するのか，
消費税の標準税率を引き上げて11％とするのか，他の税を増税するのか等の具
体案を明らかにする必要がある。財源を明示しないまま，軽減税率の議論を進
めるのは財政健全化の流れに逆らうことになりかねない。
Ⅳ　給付付き税額控除
　食料品を含む生活必需品に軽減税率を適用することは低所得層対策としてそ
れほど有効とは考えられず，またコスト面でも高くつくために，それに代わる
ものとして注目されているのが「給付付き税額控除」制度である。それは，所
得税の納税者に対して一定の税額控除（tax credit）を認めるとともに，控除
前税額が控除額より少なく，税額控除を100％活用できない低所得の納税者に
対して，現金給付を行う制度である。軽減税率はその効果が中高所得層にも及
ぶが，給付付き税額控除は対象を低所得層に限定することができる。
　この給付付き税額控除制度は，（1）勤労税額控除，（2）児童税額控除，（3）
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社会保険料負担軽減税額控除，（4）消費税逆進性対策税額控除と言う４つの類
型に分けられる⑾。各国において様々な目的で導入されており，その紹介も数
多くなされているが，このうち，４番目目の類型である消費税関連のカナダの
GSTクレジット（Goods and Services Tax Credit）について具体的に見てみ
よう⑿。
　付加価値税であるGSTが1991年に税率７％で導入されたとき，GSTクレジッ
トが生活必需品に係るGSTの負担を還付する目的で同時に採用された。現在，
カナダにおける給付付き税額控除は，①児童を有する世帯の負担軽減を目的と
した児童手当，② GSTクレジット，③就労インセンティブ付与を目的とした
勤労所得手当の３種が存在する。このうち勤労所得手当は税額控除を行い，控
除しきれない分を給付するが，それ以外の①と②は給付のみである。ただし，
いずれも所得が一定額を超えると給付が減額される方式になっている。
　夫婦子２人の給与所得世帯の場合のモデルケースでは，図表４に見るように
３層構造になっており，所得が増加するにつれて受益額が減少する。GSTク
レジットだけを見ると，所得が約33,000カナダドルを超えると772カナダドル
の給付が減り始め，約48,000カナダドルに達すると給付がなくなる⒀。このカ
ナダのGSTクレジットを日本円に換算してみると（１カナダドル＝76円），夫
婦と子ども２人の４人世帯のケースでは年収250万円程度までは，年額６万円
弱の給付を得ることができる。仮に，この世帯の消費性向が0.8ならば消費支
出は200万円で，非課税品目なしとすると，この世帯の年間付加価値税額は10
万円である（カナダの税率は引き下げられていて，日本と同じ５％である）。
したがって，この世帯が負担する税額のほぼ60％が還付されることになる。
─────────────────
⑾　森信［2008］　第１章参照
⑿　カナダ以外にも，シンガポールで GSTクレジットが導入されている。シンガポールの場合，税
額控除の他に種々の低所得層向けの支出増を伴う施策がOFFSET PACKAGEとして実施されてい
る。林宏昭［2008］pp.36-7.
⒀　税制調査会　専門家委員会資料（諸外国の制度について）　平成24年５月
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　この税額控除方式では，各世帯が負担する税額と控除額（GSTクレジット
の場合は給付額）が一致しない。世帯ごとに消費パターンが異なるし，夫婦や
子どもの数に応じて控除額を計算するやり方では，消費性向の高い世帯では控
除額が実際の税負担額を下回り，消費性向の低い世帯では逆に控除額が負担額
を上回ることになってしまう。
　給付付き税額控除制度はかってM. フリードマンをはじめとした多くの論者
が提唱した「負の所得税（Negative Income Tax）」を原型としたものであり，
①税額控除の水準，②控除率（負の税率），③税額控除が消滅する所得水準，
④財源の大きさ，と言う４つの変数が相互に関連している。税額控除の水準が
高ければ高いほど，控除率が低ければ低いほど，必要とされる財源は大きくな
る。
　負の所得税は勤労意欲を損なわずに所得保障を行う試みであったが，給付付
図表４　カナダにおける給付付き税額控除
資料　税制調査会　専門家委員会資料　平成24年５月
夫婦子２人の給与所得世帯の場合のモデルケース
9,211
6,725
2,734
2.4 4.2 3.3 0.3 1.0 2.61.54.811.0所得
（万Cドル）
所得
（万Cドル） 所得
（万Cドル）
総所得
（Cドル）
109,89448,40126,218
受益額（Cドル）
受益額
（Cドル）
772
1,714
受益額
（Cドル）
受益額
（Cドル）
勤労所得手当
児童手当
課税最低限
28,915
GSTクレジット
GSTクレジット 勤労所得手当児童手当
（注）　上記グラフにおいては，勤労所得のみ有すると仮定。
（備考）　邦貨換算レート：１カナダドル（Cドル）＝76円（裁定外国為替相場：平成23年（2011年）11月中の
　　　平均値）。なお，端数は四捨五入している。
7,497
6,725
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き税額控除の目的を逆進性緩和対策として利用するに止まらず，所得保障とい
う目的にまで拡大する場合，税額控除の水準や控除率などは重要な意味を持つ
ことになる。
問題点
　給付付き税額控除の実施には幾つかの問題が存在する。年間所得額をベース
にして税額控除額や給付額を算定するのであれば，対象者すべてが所得申告を
してなければならない。すなわち，無申告者の所得を税務当局が把握できてい
ることが前提となる。無申告者の多くは税額控除の対象となる納税額がない
か，あっても控除するに足る納税額に達していないと考えられる。
　税務当局が課税最低限以下の納税していない人（約5,000万の世帯のうち非
課税世帯は推定800万ほどあるとされる）については情報を持っておらず，こ
のような世帯・人の所得を捕捉している厚生労働省や地方自治体等と緊密に連
携していかねばならない。就業者数6,257万人のうち所得税の確定申告をした
のは35％の2,185万人，うち納税申告をしたのは10％の607万人である⒁。また，
税額控除の対象となる低所得層を，年間200万円以下の個人に限ると，そのう
ち確定申告したものは1,186万人，うち申告納税額のあるものは16.8％の200万
人にすぎない⒂。
　無申告の世帯，個人に対して，税額控除ではカバーしきれない消費税負担額
を現金給付で補填しようとすれば，税務申告とは全く別の方法で所得を把握し
なければならない。所得捕捉率の業種間格差，いわゆるクロヨン問題が存在す
るなか，個人の正確な所得の捕捉を行うためには納税者番号制の導入が必要と
なる。さらに所得は少ないが，資産を多く持っている者の取り扱いをどうする
か。所得が少ないから税額控除を与えて還付しても良いとは言えないだろう。
─────────────────
⒁　『国税庁リポート』2012年度版
⒂　国税庁 http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/tokei.htm
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また，利子などの資産性所得は源泉分離課税になっており，税務当局は個人ご
とに把握していない。利子所得等の課税方式を申告分離にすれば対応可能とな
る。
　これらの問題の解消策として，納税者ごとに固有の番号を割り当て，それぞ
れの所得や資産を正確に把握し，適正な課税に役立てようとする「納税者番号
（マイナンバー）制」の導入が検討されている。しかし，納税者番号制度の導
入には膨大な行政コストがかかり，しかも所得の捕捉を改善する見込みがあま
りなく，その実効性には大きな問題がある。それに電子申告の促進など納税環
境の整備も必要となろう。また，最大の懸念であるプライバシー侵害の問題が
あるために，その導入に当たって国民の理解と協力が不可欠である。
　なお，給付付き税額控除を用いることは，消費税の逆進性を緩和する手段と
してだけでなく，税制を社会保障の手段として使うことにもなる。これまでの
日本での給付付き税額控除に関する提言は，主に子育て世帯への経済的支援
や，格差是正を目的として，所得再分配政策の一環として位置づけられてきた。
税額控除の導入には，これまでの基礎・配偶者・扶養の各所得控除との関連で
検討する必要があり⒃，まさに税制と社会保障とを一体で改革することになろ
う⒄。
　給付付き税額控除は歳入段階で歳出の一部まで決定する仕組みであり，これ
は議会の審議を経て決定されるはずの歳出を，議会の統制外に置くことに他な
らず，それは財政民主主義に抵触するものである。本来，給付付き税額控除は，
租税特別措置もしくは「租税支出 tax expenditure」をなすものであり，財政
の透明性を損なうものと言える⒅。こうした財政民主主義の観点からも，給付
─────────────────
⒃　給付付き税額控除を支持する立場から加えられた所得控除に対する反論については吉村［2009］
を参照
⒄　森信［2008］，田近栄治・八塩裕之［2008］，［2009］等参照。
⒅　通常の予算とは別に「租税支出予算」を具体化するなど，議会による統制を確保する仕組みが必
要となる。アメリカでは議会への「租税支出予算」の作成と提出が義務づけられている。
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付き税額控除の問題点を検討する必要があろう⒆。
Ⅴ　むすび
　消費増税における逆進性緩和策としての簡素な給付措置，軽減税率，給付付
き税額控除について考察してきた。最後に，むすびとして逆進性緩和策の要点
を指摘しておこう。
　そもそも税率水準がどのくらいの高さになれば，税負担の逆進性が問題とな
るかについての厳密な議論が先ず必要であろう。消費税が目的税化され，増税
分が社会保障に充当されるならば，負担と受益を考慮に入れたうえで逆進性対
策の内容を詰めなければならない。しかし，所得格差が拡大している状況下で
は，消費税率引き上げを実現するための政治的配慮として逆進性対策の導入は
やむを得ないものかもしれない。
　逆進性対策としての軽減税率を含む複数税率の採用は，国民の目から見てわ
かりやすい負担軽減措置と言われる。だが，それ以上に高所得層に恩恵を大き
く与えてしまう点を考えると，低所得層対策という意味では必ずしも効率的で
あるとは言えない。軽減税率による減収額も大きく，費用対効果の点で大きな
問題がある。これに対し，簡素な給付措置や給付付き税額控除は対象を低所得
層に絞ることが可能であり，逆進性対策としては有効である。
　しかし，簡素な給付措置や給付付き税額控除の対象を絞る際の基準として所
得のみに限定してしまうと，またその所得を正確に把握することができなけれ
ば，不公平を招いてしまう。給付付き税額控除導入には，すくなくとも納税者
番号制の導入を含めた所得捕捉体制の強化が必要である。
　消費税の逆進性対策のみならず，格差是正など所得再分配も目的に給付付き
税額控除を導入する際には，給付対象への所得制限の設定，税額控除の水準，
─────────────────
⒆　渡辺［2008］，藤谷［2009］，鶴田［2010］参照。
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控除率などが所要財源だけでなく勤労意欲にも重要な意味を持つことに配慮し
なければならない。
　なお，給付付き税額控除は歳入段階で歳出まで決定する仕組みであり，それ
は財政民主主義に対する侵害となるおそれがある。給付付き税額控除は，「隠
れた補助金」としての「租税支出」をなすものであり，財政の透明性を損なう。
こうした財政民主主義の観点からも，納付付き税額控除の導入の是非を検討す
る必要があろう。
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